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はじめに
米ピッツパーグ大学のトーマス・ロースキー教授は昨年発表した論文１）で，中国の公表した98年のGDP成長率（7.8％）が実態を反映しておらず，98年は-2%から+2%の範囲内だった可能性があると指摘した。その理由は，中国の実質GDPは1997-2000年の間に24.7％伸びたことになっているが，エネルギー消費は約12.8%減少しており，過去の日本などの例から，エネルギー消費が落ち込んだままの高成長はありえないからとされている。その後，この観点がアメリカの『ニューズウィーク』，『ビジネスウィーク』及び日本の『文藝春秋』などの日米のメディアに引用され，中国のGDP統計は信用できないとして，「中国不信」２）が大きく宣伝され，国際的な騒動に発展しつつある。そのため，筆者はまず，統計方法論という観点からロースキー論文の中国GDPに関する批判を統計的に検証し，ロースキー流の統計手法の信憑性を問いたい。また，統計方法論の問題が政治化され，国際的な「騒動」にまでエスカレートしてきた社会背景を歴史的に分析し，筆者の認識を述べたい。
1.
統計誤差と中国GDPの作成
統計の誤差はどの国にも存在する。統計誤差の性質によって分類すると，統計技術的誤差と人為的誤差がある。統計技術的誤差には，調査範囲の誤差（調査対象の重複と漏れ），調査期間と時点による誤差，調査方法による誤差が含まれ，人為的誤差には，統計設計，データの整理と集計および，統計推計の段階に生じた誤差などが含まれる。言うまでもなく，統計担当者の役割は，こういう統計誤差をできるだけ縮め，統計データの精度を高めることである。しかし，現段階の人間の認識能力の限界から，すべての社会現象と自然現象を統計的に把握しきれないところがあるので，そうした統計誤差が客観的に存在することになる。そのため，各国の統計行政と統計作成者が，統計の誤差を出来るだけ最小限に抑え，また特に経済統計の分野では国際比較を可能とするため，自国の経済発展の実情に合わせて，経済統計の共通の「国際憲法」であるSNAに従った統計制度の見直しや統計手法の改訂を工夫し，データ精度の向上に努力してきた。
この国際的な統計の標準化は各国の経済発展段階によって進度の違いがあるが，中国の場合は1980年代の前半から従来のMPS体系からSNA体系への移行作業を開始し，1985年にはその作成手続きを作り出すに至っている。また国家統計局から基盤政府に当たる県政府の統計担当者までが，SNA理論の基礎や勘定体系の知識をしっかり習得し，黒龍江省や江西省など７つの地域ではGDP試算の作業を繰り返して行なっている。さらに，それと同時に，世界銀行などの海外の統計専門家を招き，SNAに関する講習会や研究会が重ねて開催されている。中国のSNA体系の構築を目的として，たとえば中日間だけでも，統計行政の公式交流以外でも1990年から1996年までSNA専門家や官庁統計担当者を中心とした日中SNA統計交流会が5回に亘って開かれている３）。また，1997年8月，中国人民銀行の統計技術援助の要請を受けて，日本銀行から資金循環統計の専門家を北京に派遣して，一週間で資金循環統計の講習会が開かれたことがある。こうした中国国内での努力と海外の統計技術援助を受けた結果として，1993年から中国のGDPは国民経済における中心的指標として公表されることになったのである４）。これからすでに約10年を経ているが，国民資産・負債残高のストック統計を除いて，GDP統計，資金循環統計，産業連関表及び国際収支統計は揃って『中国統計年鑑』に公表できるような形になっている。こうしてこの10年間，中国経済の成長とともに，中国の統計作成の制度は確実に進歩してきたのである。また，中国は2002年1月に国際通貨基金のGDDS (General Data Dissemination System，データ公表共通システム)に参加し，GDP統計をはじめとして，財政，金融，対外経済及び社会人口の統計データを世界に対して公表するようになっていることも重要である。
もちろん，こうした前進があったとしても全体的に見た時，その国民経済計算には未だ多くの問題が残されていることも事実である。その統計範囲，統計公表の頻度，統計データの精度，データの完全性及び，統計利用の便利さなどの技術的処理の面で国際基準に達していない部分もあり，地方政府が実績を水増し報告するために数字にバイアスがかかるという人為的な問題も存在している。
したがって，こうして統計誤差の理論や現実の中国GDP作成の経過に対する考察を行なうと，筆者もまた，ロースキー論文の観点や意図には疑問を感じつつも，確かに中国GDP統計の誤差の存在については否定することはできない。このロースキー論文によって国際的な論争が起こされるようになり，中国の統計作成者，統計利用者および各国の統計学者の注意と関心がこの問題に向けられるようになった。このことが契機となって中国統計の品質改善が進むことは間違いがないであろう。

２．ロースキー論文の統計手法の信憑性
2.1　使用されたデータの不整合性
ただし，それでも，中国統計の精度の問題を指摘しているロースキー論文にも以下で見るような問題点が存在する。そのまず最初のものは，GDP統計の代替的な推計方法として提案された手法に関するものである。

そのことを示すために，筆者はまずロースキー論文が重視した統計数字とGDP成長率の推定結果を表１のように整理した。ここで示されたとおり，ロースキー論文は中国の「公称」成長率は実態を反映しておらず，98年は-2%から＋2%，1999年は-2.5%から＋2.0%の範囲だった可能性があると指摘している。しかし，統計精度の問題を批判した同論文の中ではきちんとした統計試算の根拠が示されておらず，成長率が-2%から＋2%という推計結果の発表だけに止まっている。また，同論文の表１では，1998－2001年の経済成長率が34.5%であるのに対し，エネルギー消費の成長率が-5.5%であることから中国統計データの矛盾を示そうとしている。しかし，中国の統計制度によれば，2001年のGDP速報が早くても2002年2月以降にしか公表されないはずである５）。これに対して，同論文の公表時期が2001年12月であり，したがってその執筆時期はさらに遡るにも関わらず，2001年の中国GDP統計がまだ公表されていなかった段階で，同論文はすでに2001年対1998年の成長率とエネルギー消費の伸び率を計算し，これを批判の根拠としているのである。

　　　　　表１　中国の成長率：公式のデータと試算のデータ（前年比％）
	　
	1998
	1999
	2000
	2001
	1998-2001

	政府発表の実質GDP
	7.8
	7.1
	8
	7.9
	34.5

	ロースキーの試算
	-2.0/+2.0
	-2.5/+2.0
	2.0/3.0
	3.0/4.0
	0.4/11.4

	エネルギー消費
	-6.4
	-7.8
	1.1
	1.1
	-5.5

	都市部の正式雇用
	2.3
	1.6
	1.2
	1.2
	0.8

	消費者物価指数
	-0.8
	-1.4
	0.4
	-0.5
	-2.3


出所： T. G. Rawski（2001）, p.349

また，この批判の根拠に関連して，同論文表１の推計方法に関する注で以下の説明があった。すなわち，‘Figures for 2001 cover only the first two quarters. The cumulative growth calculations assume no change for the second half of 2001’６）.

つまり，同論文が作成された時点では，「2001年の数字は，ただ最初の２つの４半期だけをカバーする。それで，累積的な成長率の計算は2001の後半に変更がないと想定する」というロースキー流の統計処理によって，1998年に対する2001年のGDP成長率が34.5％となり，それが「過大計算」との批判の根拠となっているわけである。
しかし，中国GDPの統計公表には他国と同様，速報と確報がある。その速報はマクロ経済の分析と景気動向の判断のために，概報として翌年2月に出されるものであるが，その統計精度は当然高くなく，十分な資料の収集とデータ調整の後に更に調整して，確報が翌年9月に『中国統計年鑑』に公表されるということになっている。つまり，速報だけの情報では，厳密な分析ができるはずはないのである。これが，経済統計利用者の一般常識である。しかし，ロースキー論文が中国GDP速報の公表までをも待てずに，2001年前半の時点で，統計月報概要７）から2001年前半期のデータだけを取り入れて，中国統計の精度を批判するのであれば，それは批判の根拠になり得ない。批判の対象とされているのはそもそも不確かさを本来的に持った統計数字であって，ロースキーはその数字を批判しているのである。逆に，ロースキー論文の統計数字の扱い方の問題が問われるべきである。
2.2　統計処理の人為的な誤差
そこで次に，以上のようなロースキーの試算結果に対して，筆者自身の同時期の計算結果を表２として示しておきたい。これは2002年9月に中国国家統計局が公表した関連データに基づいて計算されている。中国経済の実態を確実に反映したと完全に言いきることはできないが，少なくともロースキー論文の-2%から+2%までという試算結果より，中国経済の現実に近づいているものと考えられる。
　また，ロースキー論文の事実根拠として取り上げられているGDP成長率とエネルギー消費のデータの扱いにも姿意性が見られることを指摘しないわけにはいかない。ロースキー論文は，中国の統計データ間の矛盾を示そうとして，同論文は前述のように，中国実質GDPの1997-2000年の間の24.7％の成長は，エネルギー消費の12.8%の減少と矛盾していると主張する。それによって，中国が「公称」する高成長は幻だと批判しているのである。しかし，筆者が2001年9月に出版された『2001中国統計年鑑』のデータを使って，簡単に計算した結果は，中国の実質GDPの1997年から2000年までの伸び率は20.1％，エネルギー消費は-7.1％というものであった。恐らく，ロースキーが論文を作成した時点では，同論文の批判の論拠とした『2001中国統計年鑑』も出版されていなかったために，論文の重要な論拠自体に統計処理の人為的な誤差が発生したのであろう。

表２　中国の成長率　（前年比，％）
	　
	1995
	1996
	1997
	1998
	1999
	2000
	2001
	1998-2001

	実質GDP
	10.5
	9.6
	8.8
	7.8
	7.1
	8.0
	7.3
	22.4

	エネルギー消費
	6.9
	5.9
	-0.8
	-4.1
	-1.6
	-1.6
	3.1
	-0.16


　　出所：中国国家統計局，『2002年中国統計年鑑』，中国統計出版社，2002年9月
ただし，ではなぜロースキー氏は中国の統計データの公表をも待てずに，したがって批判の論拠となる重要な部分に人為的な誤差をも発生させながら，2001年12月の時点ではまだ公表さえされていなかった中国のGDP統計に批判を行ったのであろうか。ロースキー流の統計処理の特徴からみれば，中国経済や統計作成自体が問題とされたのではなく，そもそも統計批判の外に何らかの政治的目的があったのではないかと思われるのである。
３．ロースキー論文の主張と世界銀行の報告
3.1　経済成長とエネルギー消費の変化
同論文の取り上げた事実根拠の一つは，中国のエネルギー消費とGDP成長に関する統計データ間の矛盾である。論文の中では，日本は高度成長期（1957年から1961年に）実質GDPが約53％伸びたが，エネルギー消費も同時期に40％増加した。しかし，現在の中国はIT化の進展などを考えても，エネルギー消費の効率化があまり進んでいるとは言えないと主張されている。
しかし，経済発展の時期によって，GDPの成長はエネルギー消費の増加と必ずしも同じではなくなること，時には逆方向に動くことも知らねばならない。たとえばここで，主張されている日本の事例を取り上げ，長期間の変化を観察してみると，図1の1977-1983年期間には，両者の動きが逆転していることが発見された。この期間にはGDP成長率は6.8％であったが，エネルギー消費は逆に5.4％減少しているのである。
また，ロースキー氏の住むアメリカの90年代以降のデータをみても，1995年にはその実質GDPが2.7％上昇したものの，エネルギー消費は1.5％の減少となっている８）。
図1　日本の成長率，（前期比，％）
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　　　　出所：内閣府経済社会総合研究所（2001），資源エネルギー庁（2002）

以上の例から分かるように，経済成長率はプラスであってもエネルギー消費がマイナス成長することは中国だけではなく，日本やアメリカにも存在していた。ある経済発展の時期においては，経済の生産技術と産業構造の変化がGDPとエネルギー消費を異なる方向に発展させうることを知らなければならないのである。
　　　　　　　　　　図2　中国の成長率　(前期比，％)
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　　　　　出所：中国国家統計局，『2002中国統計年鑑』
また，図２は1980年から2001年までの中国のGDPとエネルギー消費の変化を示している。全体的には両者の動きは同じであるが，エネルギー消費の増加率が常にGDP成長率より低い水準にあったことが重要である。農業国の中国のエネルギー消費が工業国のそれより低いのは一つの原因と考えられる。また，エネルギー消費の変化をみるとき，1％の重みが異なることもあって，98年の伸び率が最低の-7.1％となっても，その絶対量が1994年以前より大きいことも無視できない。またもう一つには，IT産業の進展を含めた科学技術の発展に伴い，後進国は先進国が歩んできた経済成長とは異なった，つまり環境に配慮した工業化の模索の必要とも関わっていよう。この意味で，地球環境保護という視点からみて世界最大の発展途上国である中国のこうした経済成長のパターンは推奨されるべきだと思われる。
したがって，国の発展の段階と実情に応じて，高成長段階にあっても，エネルギー消費が落ち込む時期はありうる。もちろん，エネルギー消費の減少から中国のGDP成長率の数字に疑問を持つ事自体は理解できるが，より重要なことは確実な統計データを使って，平常心でその国の実情を確かめることであろう。
3.2　世界銀行の報告
ロースキー論文はこうして中国のGDP成長率が過大に公表されていると指摘しているが，もう一つ全く反対の例もある。それは，90年代前半，国際通貨基金（IMF）や世界銀行などの国際機関は中国のGDPを過小に計算したとみなし，中国国家統計局にGDP統計のデータを調整するよう要請し，同機関によって調整されたデータが中国のGDPデータとして公表されるという経緯があったということである９）。
まず国際通貨基金の例であるが，これは1993年5月に国際通貨基金（IMF）が購買力平価計算方法で中国のGDP総額と一人当たりGDPを公表した。そこでは中国のGDP総額は為替レート法に計算された4330億ドルから16600億ドルに上昇し，世界の順位は第7位から第3位に上昇，一人当たりGDPも370ドルから1450ドルに引上げられている。
また，世界銀行は1994年に The per capita GDP of China　(『中国の１人当たりＧＤＰ』)
という調査報告を発表し，中国の公表GDPを大幅に上方調整したこともある。調整の内容は，一致性調整，範囲調整及び価格調整という三つの方面を含んでおり，一致性調整に含まれるのは，自給用食糧，在庫増加，福祉サービス，企業補助金，範囲調整に含まれるのは，食糧，野菜，農村工業，農村サービス，住民住宅サービス，価格調整に含まれるのは，土地価格，住宅価格，紡績業価格などである。この三つの方面を調整した結果は，総合調整比率が＋34.3％となり，1992年の中国公表のGDPデータより34％引上げられたわけである。こうして1993年以後の世界銀行公表の中国の一人当たりGDPの数字は1992年に調整されたGDP総額と中国公表の成長率をベースにして計算されたものとなっている。こうした再計算の背景は，国連や世界銀行，国際通貨基金などの国際機関の負担額は各国のGDPに相応して決められることにあり，中国のGDPを増額修正してその負担額を増やそうとの意図があった。そこで，中国国家統計局は統計作成の改善を努力したうえで，数年間に亘って世界銀行と一連の会談と実地調査を行っている。そして，両者は1999年からは世界銀行が中国公表のデータをそのまま使用するという合意に達している。2002年1月には，中国は国際通貨基金のGDDS (General Data Dissemination System)に参加しており，GDP統計の作成を世界にも公開している。これは，国際通貨基金や世界銀行などの国際機関が中国のGDPの計算方法に納得をし，中国の統計の品質を国際基準に合致したものとして認めたことを意味している。
したがって，それぞれの立場と目的があるから，同じ時期，同じ地域で，SNAという同じ国際基準に従って計算されたGDPに対して，それぞれの判断が全く違うということはありうるものの，統計方法に関する意見交換をすれば，統計作成の水準とデータの品質向上を実現し，相互に納得することはできる。現在の中国では，GDP統計に関する資料の収集は，地方政府の統計報告と国家統計局の直接調査という二つのルートがあり，地方からの統計報告は参考程度でしかGDPの作成に使われない。地方政府が実績を水増し報告する現象は存在しているが，国家統計局は独自の調査判断で地方からの統計数字を調整し，また統計法規の手段も使って統計精度の改善に努力している。
このように，中国のGDP統計に誤差があるというロースキー論文の指摘自身に間違いがあるわけではないが，中国の統計誤差は同論文が言うほどのものではない。同論文の統計処理の手法からみれば，この論文の意図は，中国GDP統計の批判という形で統計問題を政治化するところにあったと言わざるをえない。同論文の統計処理の手法と計算は，通常の統計分析が持つべき厳密性を満たさず，反ってその試算自体の意図が疑問視される。ロースキー論文のような統計分析の方法は，政治的な意味を持ったとしても，社会経済の事実をそのまま反映するという統計作成と統計使用の本来の使命に役立つものではない。ロースキーの分析手法は，政治的目的を達成するために恣意的な数字を使用しているものにすぎない。
４，統計問題が政治化されている社会背景と統計学者の役割
前に述べたように，統計誤差はどの国にも存在する問題である。確か2002年６月７日に日本の内閣官房長官の記者会見ではその日に公表された第1四半期のGDP成長率に偏差があり，第２四半期から新しい統計手法で計算するという発言があった。アメリカにもGDP統計の精度の問題があり，2002年７月11日にホワイトハウスが公式統計の質と精度を向上させる法案をアメリカ議会に提出している。 

しかし，この両国の統計の制度に関してそれを政治化して非難するような他国人による行為があったであろうか。『文藝春秋』2002年8月号の109ページに亘る「中国不信」特集には驚きを禁じえなかった。単純な統計手法のことであるのにもかかわらず，どうしてこのように政治化されるのであろうか。
筆者の考える限り，その理由は一つしか考えられない。それはロースキー論文に示された「何があっても7-8％成長」という数字が中国の国際的な存在感を高めることへの嫌悪感である。現在の米国と日本の一部に流行している中国脅威論のリズムとタイミングに合わせて，各方面からその証明のための材料を収集し，その中の一つとして政治化された統計の問題が取り上げられたのである。恐らく以前と比べて中国が強くなったことはそうした脅威論の基本的な背景であろう。30年前であれば，中国のGDP成長率は幾ら変化しても殆ど無視されたはずである。また，中米の関係改善の時期，或いは中日国交回復の1970年代頃には，中国の統計精度にいかに問題が多く存在したとしても，また経済の問題や「人権問題」もかなり深刻であったとしても，それでも，その中国に対するマスコミからの批判はあまり見られなかった。時の流れは早いもので，あれから30年経った後，世界情勢も大きく変化し，中国も大きく変化している。地球における資源と市場の大きさは限られたものなので，かつて絶対的な優勢を持った先進国は，世界最大の発展途上国中国の台頭が脅威になると感じられたかもしれない。この気持ちは理解できるが，この現状を平常心で受け止めてほしい。既に成功した先進国の歴史をみると，大英帝国の例もあるし，自国利益を中心とした「世界の警察官」たる米国の成功の例もある。日本は嘗てアジアの秩序を変えようとして，「大東亜聖戦」を発動したが，惨敗となった。最終的に平和な方式で現代化を実現したのである。いま，中国の国民はこの百年以来の悲惨な歴史や長い内部の政治闘争を経て，ようやく正しい道を歩み始めている。中国はWTOなどの国際組織に加盟し，国際的なルールを守りながら，各種の問題が存在する中，平和で現代的な生活を望み，努力している真最中である。この時期に他国が「脅威論」や「崩壊論」を振りまくことでプレッシャーをかけることは，全く効果がないとは言えないものの，反って中国民衆の反発を招くのではないかと危惧する。
先の『文藝春秋』の特集の序言には，「この国は我々の『父』か『友人』か，それとも『敵』なのか？」と書かれている。筆者の考える所では，我々は物理的に地球から引っ越すことができない以上，ただ「隣国」としたらどうだろうか。恐らく交流があった中国の三国時代（魏と日本の邪馬台国卑弥呼の交流）から今日までの約2000年の間で，隣国として，友好関係の交流が主な流れであったが，一時的に『敵』の関係もあった。この時期こそ互いに多大な犠牲を払った悲惨な歴史であった。いまは，ようやく平和共存の時代に入ったが，これからも隣国として，相互の利益と感情を念にいれて，末長く友好的であることを願っている。
2002年10月号の『文藝春秋』には今度は「アメリカ不信」特集が組まれることとなった。言論の自由はいいことであるが，メディアには責任というものも当然ある。何時の日かこうした無責任なキャンペーンが日本社会の主流を占めるようなことになれば，その時は他国から「日本不信」が叫ばれることとなろう。
ところで，政治を国民全員に関わる事と定義にするならば（孫文語録より），確かに統計は政治と関連するものである。しかし，統計問題が政治化されれば，統計問題の解決にならないばかりでなく，社会現象に対する認識を混乱させることにしかならない。なぜなら，政治化とは，事実を過大に表現したり，歪曲したりするものであるからである。統計作成や統計学の進展に障害となっているのはこうした政治化なのである。こうした社会認識を混乱させる要因を統計的に検証し，真実を明らかにするのは，社会統計学者の役割でもあり，また社会的な責任でもあると筆者は考えている。

注

1)　Thomas G. Rawski,（2001）， pp.347-354.

2) 中西輝政他(2002)，p.200, pp.230-231
3)　この研究会の日本側の座長は京都大学経済研究所の佐和隆光所長で，中国側の座長が中国国家統計局の龍華総統計師であった。経済統計学会の作間逸雄会員は1995年10月に中国国家統計局で，また1996年10月に経済企画庁経済研究所でこの研究会に参加し，SNAの理論に関する貴重な研究報告を行なっている。筆者が事務連絡，通訳及び研究発表でこの研究会に参加した。
4) 許憲春(2000)，『中国国内生産総値核計算』北京大学出版社，ｐ5.

5)　許憲春(2002b).

6)　T. G. Rawski, ibid., p.349

7)　ロースキー論文の表１の注によれば，2001年のデータはChina Monthly Indicator, vol.16.(2001,July,pp.14-15, 32, and 70)によるとされている，データ作成機関が不詳である。
8)　IMF（2002）The World Economic Outlook, p.204, 資源エネルギー庁（2002）

9) この事例に取り上げたデータと内容は，許憲春，前掲書，pp.98-109を参考にしている。
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